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企業価値向上に向けたマテリアリティの考え方

　当社は2017年に、企業理念に基づく行動指針（CSR方針）に関するリスクと機会を特定し、事業および社会への影響を評価
したうえで、重要なサステナビリティ課題（マテリアリティ）を設定しました。
　第七次中期経営計画の策定にあたり、これまでの取り組みや事業環境の変化を踏まえ、サステナビリティ経営のさらなる推
進に向けてマテリアリティを見直しました。その過程で、従来の項目を整理・統合し、社会価値の創出とリスク低減を通じた企
業価値向上の観点から重要課題を再定義するとともに、長期ビジョンや事業・財務戦略との整合性を高めました。
　新たなマテリアリティは、事業戦略と連動して成長機会の創出を担う「事業マテリアリティ」と、事業基盤の強化を通じてリス
ク低減に寄与する「基盤マテリアリティ」で構成されています。これらの重要課題への取り組みを通じて、持続可能な社会の実
現と中長期的な企業価値の向上を目指します｡

マテリアリティ特定の考え方

CSR推進専門部門の発足

サステナビリティ経営方針の策定

全社的なCSR体制構築と推進
新たなマテリアリティとともに
第七次中期経営計画が始動
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GSユアサの「価値創造」GSユアサの歴史と今 目指す姿の実現に向けた
中長期戦略

価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」 ガバナンス コーポレート・データ

　新たに策定したマテリアリティは企業価値向上の構造に沿って、事業マテリアリティと基盤マテリアリティの2つ
に分類されます。

　事業マテリアリティ（機会サイド）は企業価値算定式におけるROEおよび期待成長率に対応し、短期の機会最大
化や中長期の機会拡大につながります。基盤マテリアリティ（リスクサイド）は資本コストに対応し、事業活動上にお
けるリスクの低減や企業価値向上を下支えすることにつながります。

企業価値算定との対応関係

マテリアリティと企業価値との関連性

事業マテリアリティ
❶ 蓄電池技術を中心としたエネルギーインフラの創出

❷ 蓄電池技術を活用した環境配慮型モビリティへの貢献

❸ 新しい価値の提供を実現する人材の育成と活躍

基盤マテリアリティ
❶ 環境保護の推進

❷ 高品質な製品の提供

❸ 強固な経営基盤の保持

短期の機会最大化

リスク低減 中長期の機会拡大

● CSR方針・行動規範の策定
● CSR方針に基づくマテリアリティの策定
● CSR方針・行動規範に基づく取り組みや
  マテリアリティなどの情報開示

● 経営ビジョンを経営方針に包含し、サステナビリティ経営方針に見直し
● CSR方針の位置付けをサステナビリティ経営方針の下位に変更。
  各種方針とまとめて当社の行動指針とする
● CSR推進規則をサステナビリティ推進規則に見直し

● CSR方針・行動規範の社内浸透(e-ラーニングやメルマガ発信など)
● CSR調達ガイドラインの策定と周知、
  サプライヤーの要求事項への適合性を確認する調査の実施
● 外部評価機関の評価や低評価改善の対応
● SDGsの社内浸透や、事業活動を通じたSDGｓへの貢献を開示

2018-2022 2023-2025 2026
2017

企業価値創造につながる
マテリアリティへ見直しを実施主

な
施
策

主
な
施
策

主
な
施
策

機会 〈成長性〉

リスク 〈資本コスト低減〉

＝企業
価値

ROE

資本
コスト

期待
成長率－

マテリアリティ特定プロセスについてはこちらをご確認ください
▶https://www.gs-yuasa.com/jp/sustainability/materiality/php
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マテリアリティと各要素のつながり
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　マテリアリティは当社の事業活動の基軸となるものです。重点テーマを実現するための具体的な戦略が中期経営計画で
あり、両者は密接に結び付いています。当社の資本を活かし、マテリアリティへの取り組みを通じて、中長期的な企業価値向上
を目指していきます。

GSユアサの「価値創造」
目
次
に
戻
る

GSユアサの「価値創造」GSユアサの歴史と今 目指す姿の実現に向けた
中長期戦略

価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」 ガバナンス コーポレート・データ

● 高品質な蓄電池の提供を通じたデータセンター向け製品需要の高まりへの対応
● 激甚化・頻発化する災害時に備えたインフラの強靱化に貢献
● 再生可能エネルギーの出力変動を緩和するESS向けの蓄電池需要への対応
● 社会全体のCO₂排出量削減に貢献する環境配慮製品の販売と普及
● 新規領域の特許取得によるエネルギーインフラ事業成長への貢献

❶ 売上高
❷ 営業利益

成長の柱とし、高成長市場への集
中投資により、収益力と資本効率
を向上

社会インフラの高度化に貢献し、
持続的な成長基盤を確立

蓄電池技術を中心
としたエネルギー
インフラの創出

企業価値への主なインパクト 環境・社会への主なインパクト主なKPI ※中計の重要戦略となるものは緑字

財務資本

人的資本

財務資本

人的資本

● 人材ポートフォリオマネジメントの構築
● 高度・専門人材の獲得・育成・最適配置
● DXやグローバル人材、次世代経営者の育成                                                                                                                                                                                                                                                             

❶ キャリア自立と適所適材の融合による
    ポスト充足
❷ 社外交流による人材確保
❸ 人材育成の高度化
❹ 次世代経営人材育成の加速

人材ポートフォリオの最適化によ
り、資本効率を向上

高度人材の獲得・育成により、持続
的な成長基盤を構築

新しい価値の提供
を実現する人材の
育成と活躍

● 省エネルギー技術および再生可能エネルギーの利用
● 環境事故の未然防止
● 水資源の有効活用、再生材の利用促進

❶ 水使用量の削減率

❷ CO₂排出量の削減率

❸ 重大な環境事故の発生件数

❹ 鉛蓄電池の鉛原材料に占める
    再生鉛使用量の比率

環境負荷の最小化による環境規制
リスクの低減

環境保護の推進

● 品質基本方針に基づくお客様に提供する製品・サービスの質向上
● お客様視点での「ものづくり」の追求と製品・サービスの質向上

❶ 重大な製品事故の発生件数

❷ クレーム発生や工程内不良に対する
    目標の達成率

安心・安全な製品の提供によるブ
ランド価値毀損の回避

高品質な
製品の提供

● 変化する経営環境に迅速かつ効率的に対応できる組織・体制の整備
● コンプライアンス経営の徹底・強化を通じた経営の健全性・透明性の向上
● 安心・安全を確保した労働環境の整備
● 多様な人材が活躍できる風土醸成
● サプライチェーン上のリスクを低減する活動の推進

コンプライアンス経営の徹底を通
じた不祥事・レピュテーションリス
クの排除

強固な経営基盤の
保持

主な取り組み関連する資本マテリアリティ
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ROE
● 鉛蓄電池の新車・補修向けともにさらなる収益力の強化
● HEVの生産能力を最大限活用し需要に対応
● 次世代電池の開発を通じたさらなる電動車普及への貢献
● 社会全体のCO₂排出量削減に貢献する環境配慮製品の販売と普及

既存事業の収益力強化により、安定
的な利益成長と資本効率向上を実現

既存技術と次世代技術の融合によ
り、環境配慮型モビリティ領域での
事業機会を拡大

ROE

期待成長

資本コスト

資本コスト

資本コスト

蓄電池技術を活用
した環境配慮型モ
ビリティへの貢献

財務資本

知的資本

製造資本

社会・関係資本

財務資本

知的資本

製造資本

社会・関係資本

財務資本

知的資本

製造資本

社会・関係資本

自然資本

財務資本

知的資本

製造資本

短期の機会最大化

リスク低減 中長期の機会拡大
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成長率－

4,600億円
410億円

15.0％以上
24.0％以上
0件

75.0％以上

❶ 重大な法令違反の発生件数

❷ 重大な労働災害の発生件数

❸ ワークエンゲージメント（偏差値） 

❹ サプライヤーCSR調査および責任ある
    鉱物調査の達成率

0件
0件
50以上

100％

0件

100％

❶ 売上高
❷ 営業利益

2,550億円
255億円

● ROIC
● 全製品の売上高に占める
　 環境配慮製品の販売比率

9％以上

50％以上
● 事業成長させる特許および新規領域にて協創
　 を生みだす特許の取得計画達成率  100％

期待成長

再生可能エネルギーの普及と安定的
な電力供給を両立する社会の実現

災害時でも途切れることのない電
力供給によるライフラインの維持

再生可能エネルギーの普及による
気候変動の緩和

電力安定化

環境配慮型モビリティの普及による
モビリティの脱炭素化への貢献

脱炭素

脱炭素

インフラ強靱化

強固なコンプライアンス経営を通じ
た、公正で透明な社会の実現

誰もが活躍できる多様性を尊重した
社会の実現

健全なサプライチェーンの構築によ
る持続可能な社会の実現

企業倫理

SCM

労働慣行

新たな技術・製品・サービスの創出を
通じた社会課題の解決

イノベーション

高品質な製品の提供による安全・安
心な社会の実現

製品安全

温室効果ガス排出量の削減による
カーボンニュートラルへの貢献

資源の有効活用による持続可能な
経済活動への貢献

脱炭素

循環型社会


